
水道事業指導要領 

 

第１  目 的 

   水道施設の維持管理の適正化を推進し、これらの施設による事故の発生を防止す

るとともに、衛生的で安全な水の供給を確保し、もって公衆衛生の向上に寄与する

ことを目的とする。 

 

第２  対象施設 

      水道事業、専用水道（以下｢水道事業等｣という｡）及び飲料水供給施設とする。 

 

第３  実施主体 

      保健所長は、管轄する区域内の水道事業等について巡回指導等を実施する。 

 

第４ 巡回指導等 

 １ 管理点検票の提出 

       保健所長は、公営の水道事業等に対して、毎年度２月末日までに、管理点検票

（別記第１－１～１－３号様式）の提出を求めること。                             

 ２  巡回指導の区分 

   (1) 定期巡回指導 

        次のいずれかに該当する水道事業等については、原則として１年に１回以上

実施するものとする。 

    ①公営以外の水道事業等 

    ②公営の水道事業等にあっては、前年度若しくは直近の水質検査において水質

基準不適の項目のあるもの、又は管理点検票の提出のないもの 

   (2) 臨時巡回指導 

        水道事業等及び飲料水供給施設において、次のいずれかに該当する場合随時

行うこと。 

    ①管理点検票を審査した結果、管理状況等に問題があると認めたとき。 

      なお、この場合軽微なものについては、適切な方法による改善指導に代え

ることができる。 

    ②渇水時、災害時及び水源汚染のおそれがある場合等、特に必要を認めたとき。 

 

 ３  実施方法 

   (1) 保健所長は、管理点検票等を参考にして翌年度の定期巡回指導の計画を作成し、   

水道事業等巡回指導計画書（別記第２号様式）により毎年度３月末日までに環境

保全課長に報告すること。 

   (2) 巡回指導は、水道事業等の管理者及び飲料水供給施設の関係職員立会いのもと

に行い、「水道巡回指導書（以下「指導書」という。）」（別記第３号様式）に

より、その結果を通知すること。また、巡回指導の際は、市町村担当者の協力を

求めること。 

   (3) 巡回指導の結果、改善を要すると認めた事項については、「指導書」に改善す 

べき内容を示し、速やかに実行するよう指導すること。 

        なお、施設の改善に１月以上の工事期間又は新たな予算を伴う等の場合は、「改 

善計画書」（別記第４号様式）の提出を求めること。 

  (4) 「指導書」交付後若しくは改善の指導後１月以内に改善状況を適切な方法で確 



   認すること。 

    なお、「改善計画書」の提出を求めたものについては、「改善完了報告書」（別 

記第５号様式）の受理後１月以内に改善状況を適切な方法で確認すること。 

  (5) 前 (3)で、水道水質が水質基準を超過する等の場合及び「改善計画書」提出の 

指導を行った場合は、直ちに環境保全課長に報告すること。 

  (6) 指導の結果等については、水道事業等ごとに「指導書」の写しを台帳として整 

備すること。 

  (7) 保健所長は、指導事項及びその結果について、「水道施設巡回指導結果報告書」 

（別記第６号様式）により、上半期分を１０月１０日までに、下半期分を３月末 

日までに、環境保全課長に報告すること。 

 

第５  水質検査結果報告等の報告 

 １  保健所長は、水道法（昭和３２年法律第１７７号（以下「法」という。）） 

    第３９条の規定に基づき、水道事業等の管理者から定期及び臨時の水質検査結果に

ついて、四半期毎に「水道水質検査実績報告書」（別記様式第７号）の提出を求め

ること。 

   なお、熊本市については環境保全課長が熊本市に提出を求めること。２について

も、同様とする。 

 ２ 保健所長は、報告の結果水質基準に不適合の場合は、その水道事業等の状況を調

査し、改善措置が適切でないと判断した場合は、水道事業の管理者等に「水質基準

不適合項目改善状況報告書」（別記第８号様式）の提出を求めること。                  

 ３ 保健所長は、水質基準を超過した事例等が判明したときや「水質基準不適合項目

改善状況報告書」提出の指導を行った場合は、直ちに環境保全課長に報告すること。 

 ４  保健所長は、１で徴収した水道水質検査実績報告書について、内容を精査の上、

管内分を別記第９号様式に取りまとめのうえ、翌年度の５月末日までに、環境保全

課長に報告すること。 

 

第６ 環境保全課長との協議等 

 １ 環境保全課長との協議 

   保健所長は、定期・臨時の巡回指導及び水質検査結果報告に係る指導等において、  

指導事項の改善がなされない水道事業等については、環境保全課長と対策を協議す

ること。 

  ２ 環境保全課長の立入り指導等 

     環境保全課長は、保健所長との協議のうえ、必要に応じて水道事業等に立入り、

指導改善の指示及び給水停止命令等を行うこと。 

   

第７ 附則 

（施行時期） 

 １ この要領は、昭和５９年２月より施行する。 

 ２ この要領は、平成１６年４月３０日より施行する。 

 ３ この要領は、平成１７年１１月２８日より施行する。 

 ４ この要領は、平成２３年４月１日より施行する。 

 ５ この要領は、令和２年（２０２０年）６月３日より施行する。 

 


